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資料 序-1 東京都の復興関連業務と所管局一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：東京都震災復興マニュアル  
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資料 序-2 必要とされる受援の内容 

時期 項目 受援の内容 

【発災～１週間】 家屋被害状況調査（補足調査) 都が行った家屋被害状況調査の補

足調査 

建築制限区域（案）の作成 担当課に業務が集中した場合の対

応 

被災建築物の応急危険度判定

等の実施 [発災後 2 週間] 

応援要請 

【発災後１週間 

～１か月】 

第一次建築制限の実施 建築相談コーナーの対応 

被災者生活実態調査 被災者の被災前後の状況、今後の意

向を把握する調査 

時限的市街地づくり 地元対応 

【発災後１か月 

～２か月】 

足立区復興計画（原案）＜都市

の復興＞の策定 

計画策定支援 

第二次建築制限の実施 建築相談コーナーの対応 

【発災後２か月 

～６か月】 

地区復興まちづくり計画等の

作成 

計画作成支援 

地域での合意形成の取り組み 地元対応 

都市計画等の策定 計画策定支援 

都市計画決定手続き支援 

【発災後６ヶ月 

以降】 

復興事業計画の策定 地元対応、事業計画策定支援 

復興事業の推進 事業推進支援 
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資料 序-3 足立区の受援体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：足立区地域防災計画 
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資料 序-4 災害時相互応援協定締結状況（令和３年 1 月 6 日現在） 

 

基盤整備   

No 協定先 締結日 備考 

1 
国土交通省関東地方整備

局荒川下流河川事務所 
平成 26 年７月 1 日  

 

相互応援   

No 協定先 締結日 備考 

１ 新潟県魚沼市 平成 17 年 8 月 12 日   

２ 栃木県鹿沼市 昭和 63 年 11 月 1 日   

3 千葉県鋸南町 平成７年８月 16 日   

4 栃木県那須塩原市 平成 17 年８月１日   

5 埼玉県八潮市 平成 7 年 8 月 21 日   

6 特別区 平成 26 年 3 月 14 日 平成 26 年 4 月 1 日適用 

7 栃木県日光市 平成 18 年 12 月 1 日   

8 山梨県山中湖村 平成８年２月 28 日   

9 千葉県富津市 平成８年３月 22 日   

10 長野県山ノ内町 平成８年７月１日   

11 
埼玉県川口市、草加市、

蕨市、戸田市 
平成 8 年 11 月 15 日   

12 福島県相馬市 平成 19 年 5 月 16 日   

13 宮城県美里町 平成 24 年 2 月 8 日   

14 岐阜県多治見市 平成 24 年 2 月 13 日   

15 環境自治体協定 平成 24 年 5 月 25 日 適用日 

16 茨城県下妻市 平成 29 年１月 13 日  

 

  


